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令和７年４月
名古屋税関監視部
保税総括許可部門

保税制度について

ー 関税法基本通達の一部改正 ー



国際物流の動向を踏まえた保税制度のあり方について（令和6年6月14日公表）
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関税法基本通達の一部改正について（令和7年3月31日財関第342号）

【令和7年4月1日施行】

■電磁的記録による保税台帳の保存に係る見直し

【令和7年７月1日施行】

■量的要件の緩和及び許可期間等の見直し

【令和7年10月12日施行】

■業務遂行能力の明確化等及び通販貨物を蔵置する保税蔵置場
の貨物管理

■保税運送に係る手続等の見直し

見直しを行った主な事項

※ リーフレット 『保税制度を利用される皆様へ』 も参照ください。
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（参考）「関税法基本通達の一部改正について（令和7年3月31日財関第342号）」

軽微なもの、税関様式通達等の改正 （提出部数、所在地の記載）



電磁的記録による保税台帳の保存に係る見直し ①

◆電磁的記録による保税台帳の保存に係る倉主等の負担軽減を図るため、
一定の要件のもと、保存する媒体等を倉主等が任意で選択することが可能
になりました。これにより、クラウドサービス等への保存も可能となりました。

電磁的記録による保税台帳の保存に係る要件

以下の要件を全て満たす必要があります！

① 必要に応じ、保税台帳の内容を直ちに明瞭かつ整然とした形式でPC等に表示

及び印刷できること

② 保税台帳の内容について必要な程度で検索できること

③ 税関職員から保税台帳の内容の提示又は提出の要求があった場合にその要求

に応じること（ダウンロード等）ができること

※ ①及び②は、主務省令第4条第2項及び第3項に規定する措置

関基34の2-4（電磁的記録による帳簿の保存）

令和7年4月1日施行 ＜別紙１ー１＞

6



電磁的記録による保税台帳の保存に係る見直し ②

✓ 保税台帳をクラウドサービス等へ保存する場合においても、引き続き、バッ

クアップ・データを保存する等により、情報の消滅がないように十分な措置を

講じてください。消滅の原因がクラウドサービス等にあったとしても、記帳義務

は倉主等に課されています。

✓ NACCSから配信される民間管理資料を保税台帳としている倉主等は、

クラウドサービス等と接続・保存することで、都度の取得・保存作業に代える

ことが可能となります。

✓ ただし、記帳義務が倉主等に課されていることに変更はありませんので、

誤記帳や記帳漏れ等が発生した場合、処分に繋がる可能性があります。

注意点
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電磁的記録による保税台帳の保存に係る見直し ③

✓ 今般の改正で、保税台帳を電磁的記録による保存とする場合に求めて

いた事前の届出は不要としましたが、

社内管理規定に「帳簿の概要（保存方法を含む）」を規定してください。

✓ 今後、保存方法等を変更する場合は、社内管理規定に「帳簿の概要

（保存方法を含む）」を追加し、税関に提出してください。

✓ 保存方法等を変更しない場合も同様にお願いします。提出時期等につ

いては可能な限り柔軟な対応を検討しますので、税関に相談してください。

関基34の2-9（社内管理規定の整備）を改正 （次スライド）

※ リーフレット 『電磁的記録による保税台帳の保存に係る見直しについて』

 も参照ください。

注意点
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社内管理規定に係る見直し

「社内管理規定（CP=Compliance-Program）のひな型」を

保税ポータルに掲載

保税蔵置場の新規許可申請に関するガイドライン

◆ 社内管理規定の内容を変更した場合には、変更後の社内管理規定
を遅滞なく税関に提出することを求める旨を明確化しました。

◆ 事業者において適切な記帳・保存が実施されること及び税関において
適切な保税業務検査等の実施を確保することを目的として、「帳簿の概
要（保存方法を含む。）」を社内管理規定に定めることを求めることとし
ました。

関基34の2-9（社内管理規定の整備）
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許可の際に付する条件の見直し

◆越境電子商取引（EC）の拡大に伴う輸入件数の急増等を踏まえ、
保税蔵置場等の許可の際に付する条件を追加等しました。

関基42-11 （許可の際に付する条件） 保税蔵置場
（保税工場：関基56-14、 総合保税地域：関基62の8-7）

✓ 近年の輸入件数の急増等を踏まえ、「貨物取扱量の増減」という状況変化

も十分に考慮すべき

✓ 外国貨物の適切な保全のみならず「適正な貨物管理体制及び税関手続の

履行を確保する」といった観点も重要。適時の「社内管理規定の見直し等」、

講じるべき措置の明確化も含め見直しました。

✓ これまでも、「関税法令違反が疑われる事象が起きた場合には直ちに税関に

報告」していただいているものと認識していますが、引き続き確実に実施してい

ただくため、許可の際に付する条件と位置づけ明記しました。
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量的要件の緩和

◆ 保税蔵置場の許可基準のうち量的要件（貨物取扱見込量に係る

要件）について、保税制度を活用した新規事業を行いやすくするため、

緩和しました。

これまで既存の同種条件にある保税蔵置場と比較して同程度以上

の貨物取扱見込量があることを基準としていましたが、これを改め、

「保税蔵置場の許可を受けようとする期間内に外国貨物の取扱見込

が複数回あること」を基準とすることとしました。

令和7年7月1日施行 ＜別紙１ー２＞

関基43－1⑷（保税蔵置場の許可の基準）ー量的要件－
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許可期間等に係る見直し

◆ 保税制度の利活用促進のための見直しを図る一方で、引き続き、事業者によ

る自主管理制度の適正な実施を確保する必要があるため、６年を超えないことと

されている保税蔵置場等の許可期間及びその更新の期間について、次の場合に

は３年を超えないこととしました。

申請者が、

✓ 現に保税地域の許可等を受けていない者である場合

✓ 現に受けている保税地域の許可等の日から３年を経過していない者である場合

✓ 現に許可等を受けている保税地域に係る非違（法の規定に違反する行為）が

行われた日から３年を経過していない場合（※）

✓ 許可期間が満了する日から過去３年以内に非違が行われた場合（※）

※ 非違の内容及び再発防止策の履行状況等を踏まえ、改善措置が十分であると認められる
場合を除く。

許可期間（関基４２－１０、６１の４－１）

許可期間の更新期間（関基４２－１２、５６－１５）
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保税蔵置場に対する処分基準の見直し

◆ 保税蔵置場の業務について非違が行われた場合の処分点数の
算出にあたり、次の見直しを行いました。

✓ 直ちに再発防止のための方策を講じた場合に減算することができるものとされてい

るところ、「過去」に同様の非違が行われた場合にはその対象外とされていますが、

これを 「過去３年」 に改めることで、対象期間の明確化を図りました。

✓ 処分を行わなかった非違が行われてから３年以内に非違が行われた場合には、

その期間に応じて点数を加算することとされていますが、

当該処分が行われなかった非違が、

・ 保税台帳の誤記帳等に係るものであって、故意により行われたものではなく、

・ かつ、自ら非違が行われた旨の申出があった場合

又は 直ちに再発防止のための方策を講じた場合

は、その加算の対象から除外することとしました。

関基４８－１（保税蔵置場に対する処分の基準等）

⑴ハ及び別表２加算点数表③
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業務遂行能力の明確化及び審査方法の平準化 ①

◆ 保税蔵置場の許可要件である「保税蔵置場の業務を遂行するのに十分な

能力」（関税法第４３条第８号）

”「わかりにくい」といった趣旨の声”

これを踏まえ、保税制度の利活用促進等に向けて、申請者に求める業務遂

行能力の明確化を図りました。

◆ 申請に係る保税蔵置場の蔵置貨物の種類及び貨物取扱量並びにこれら

に応じた業務内容から判定し、申請者が次スライドに掲げる知識及び能力を

十分に有することを求めることを明確化しました。

令和7年10月12日施行 ＜別紙１ー３＞

関基43－1⑴ （保税蔵置場の許可の基準）ー人的要件－

「業務遂行能力」
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業務遂行能力の明確化及び審査方法の平準化 ②

次に掲げる知識及び能力を十分に有することを求めます。

✓ 保税蔵置場の業務を行う上で必要な法令等についての知識

✓ 確実な記帳（帳簿の保存を含む。）を行うことができる能力

✓ 法令等に基づき、外国貨物等について搬入、蔵置、取扱い、搬出の

各段階における業務を適正に処理すること及び税関手続を適正に履行

することができる能力

✓ 施設的要件（関基４３－１⑶）を満たす施設において、社内管理

規定に基づき、保税地域における貨物の亡失等を防止し、外国貨物の

適切な保全を図るための体制、業務手順、手続等を確保できる能力

申請者に求める業務遂行能力
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業務遂行能力の明確化及び審査方法の平準化 ③

✓ 原則として、貨物管理責任者からのヒアリング等により行います。

（社内教育の実施状況についても確認）

ただし、通販貨物を蔵置する保税蔵置場の場合には、貨物管理責任者

に加えて保税蔵置場の業務に携わる貨物管理責任者以外の従業者から

もヒアリング等を実施し、社内管理規定に定めた詳細な手順等について、

その実効性を確認します。

通販貨物を蔵置する総合保税地域の貨物施設（関基６２の８－３）

も これに準じます。

業務遂行能力の審査方法
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通販貨物を蔵置する保税蔵置場等における貨物管理

【新設】
関基４２－１８（通販貨物を蔵置する保税蔵置場における貨物管理）

◆ 越境電子商取引の拡大に伴う通販貨物の輸入件数の急増を踏まえ、

通販貨物を蔵置する保税蔵置場等に対しては、より適切な貨物管理を実

施するための詳細な手順等を社内管理規定に規定することを求めることと

しました。

◆ 具体的には、貨物の搬入から搬出までの各段階における業務の処理及

び税関手続が大量の貨物に対して同時期に集中して行われるといった通

販貨物の特性を踏まえ、

こうした状況においても、適正に業務処理等が行われるための詳細な手順

等について社内管理規定に規定することを求めることとしました。

※ リーフレット 『「 通販貨物 」を蔵置する保税蔵置場等における貨物管理

について』 も参照ください。
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仮陸揚貨物の保税運送に係る手続等の明確化 ①

関基２１－４（仮陸揚貨物の他所蔵置等の簡易扱い）

２１－５（仮陸揚貨物の積込み） 他

◆ 我が国を経由し、第三国向けに輸送する国際トランシップ輸送のニーズの高

まりに応えるとともに利用者の利便性向上を図る必要があります。

こうした国際物流の動向変化等を踏まえ、仮陸揚貨物の保税運送について、

水際取締りの水準を維持しつつ、手続等の明確化を図ることとしたものです。

✓ 仮陸揚貨物の積込みについて、その貨物を陸揚げした港等以外の港

等から行うことができることを明確化

（関基２１－５）

✓ 仮陸揚貨物の保税運送について、仮陸揚届提出時の便宜的な手続

により承認を受けられるものと、当該便宜的な手続ではなく、一般の保税

運送手続により承認を受ける必要があるものを明確化

（関基２１－４、２１－５）
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仮陸揚貨物の保税運送に係る手続等の明確化 ②

仮陸揚貨物の保税運送申告（イメージ）

◆ 国際トランシップ貨物について、陸揚港等から陸揚港等以外の港等へ直接運送さ

れ、かつ、取締上支障がないと認められるときは、仮陸揚届提出時の便宜的な手続

により、保税運送の承認を併せて受けることが可能です。（裏書運送）

 上記以外の保税運送（例：陸揚港等以外に所在する自社倉庫で再混載を行う

ための保税運送等）の場合には、仮陸揚届の提出に加え、別途、一般の保税運送

手続（関基６３－５他）が必要です。

（出典）輸出入・港湾関連情報処理センター（株）HP

再混載
改装、仕分け

等
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包括保税運送の承認要件の見直し

関基６３－２２（包括保税運送の承認要件）

◆ 越境電子商取引の拡大に伴う輸入件数の急増や物流業界の人手不足等

を受け、包括保税運送の承認要件の見直しに係る要望が寄せられていること

を踏まえ、水際取締りの水準を維持しつつ、必要な見直しを行いました。

○ これまで、保税運送が「継続的に行われること」を求めていましたが、

「承認を受けようとする期間内におおむね月2回以上」と明確化しました。

○ 貨物の類型（例：仮陸揚貨物、通販貨物等）ごとに、利便性向上

等のために対象とするもの、水際取締りの水準を維持するために一定の条

件が必要なもの等について整理しました。

対象となる運送頻度の見直し（関基63-22⑵）

対象となる貨物の見直し（関基63-22⑶）

※ リーフレット 『包括保税運送に係る承認要件の改正』 も参照ください。
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2025年3月31日
【お知らせ】保税制度・運用
の見直しを実施しました。

⚫関税法基本通達等の一部改正に
ついて（令和７年３月31日財関
第342号）

⚫令和６年度末保税関係通達改正
の概要Ｑ＆Ａ

⚫リーフレット保税制度を利用さ
れる皆さまへ見直しを行った主
な事項

⚫リーフレット電磁的記録による
保税台帳の保存に係る見直しに
ついて

⚫リーフレット「通販貨物」を
蔵置する保税蔵置場等における
貨物管理について

⚫リーフレット包括保税運送に係
る承認要件の改正について

（参考）税関ホームページ 保税ポータル
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保税Tipsとは、保税関係の手続
きや非違に関するワンポイント情
報を発信し、事業者の皆様の社内
教育にお役立て頂くことを目的と
しています。

Vol.１見本持出に係る非違
Vol.２外国貨物の誤搬出
Vol.３保税地域外の蔵置に係る非違

－ 保税Ｔｉｐｓ －
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ご清聴ありがとうございました
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